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「連携中枢都市圏」を形成することを目的に、連携中枢都市圏形成に係る連携協約を締結し、連携中枢都市圏ビジョンを策定
した連携中枢都市及び連携市町村の取組に対して必要な財政措置を講じる。

（１）連携中枢都市の取組に対する包括的財政措置

○普通交付税措置

「経済成長のけん引」及び「高次都市機能の集積・強化」

の取組に対する財政措置

(圏域人口に応じて算定／例：圏域人口31万で約1.4億円)

○特別交付税措置

「生活関連機能サービスの向上」の取組に対する財政措置。

１市当たり年間１．２億円程度を基本として、人口・面積

等を勘案して上限額を設定

（２）連携市町村の取組に対する特別交付税措置

１市町村当たり年間１，５００万円を上限

連携中枢都市圏構想の推進に向けた財政措置の概要

１.連携中枢都市の取組に対する包括的財政措置

「連携中枢都市圏構想の推進」に真に必要な取組に資する施設整備に対
し、地域活性化事業債を充当。（充当率：90％、交付税算入率：30％）

圏域外における専門性を有する人材の活用。上限700万円、最大
３年間の措置

（１）民間への融資等を行うファンド形成に関する財政措置

ファンド形成に一般単独事業債を充当（90％）、

償還金利子の50％に特別交付税

（２）ふるさと融資の融資比率及び融資限度額の引き上げ

（例：融資比率35％→45％）

（１）病診連携等による地域医療の確保に対する財政措置

病診連携等の事業に要する市町村の負担金に対する特別交付税

措置（措置率0.8、上限800万円）

（２）へき地における遠隔医療に対する特別交付税措置の拡充

（措置率0.6→0.8）

辺地度点数の算定に当たって、「近傍の市役所等」として、連携中枢都
市までの距離により算定可能

２.地域活性化事業債の充当

３.外部人材の活用に対する財政措置（特別交付税）

４．民間主体の取組の支援に対する財政措置

５．個別の施策分野における財政措置

６．連携中枢都市圏の形成に対応した辺地度点数の算定要素の追加


